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「丸近の証券総合サービス 約款・規定集」の新旧対照表 
 

2022 年 4 月 1 日改定 

（下線部分変更） 

新 旧 

 

第２章 保護預り約款 

 

第 23 条（個人情報等の取扱い） 

米国政府及び日本政府からの要請により、当社

は、お客様が外国口座税務コンプライアンス法

（ＦＡＴＣＡ）上の報告対象として以下の①、②

又は③に該当する場合及び該当する可能性があ

ると当社が判断する場合、米国税務当局における

課税執行のため、お客様の情報（氏名/名称、住

所/所在地、米国納税者番号、口座番号、口座残

高、口座に発生した所得の額、その他米国税務当

局が指定する情報）を米国税務当局に提供するこ

とがありますが、この約款の定めにより、お客様

の当該情報が米国税務当局へ提供されることに

ついて同意していただいたものとして取扱いま

す。なお、米国における個人情報の保護に関する

制度に関する情報は、個人情報保護委員会のウェ

ブサイト（https://www.ppc.go.jp/files/pdf/U 

SA_report.pdf）に掲載しておりますのでご参照

ください。また、米国税務当局（ＩＲＳ）におい

ては、ＯＥＣＤプライバシーガイドライン８原則

に対応する個人情報保護のための措置をすべて

講じています。 

① 米国における納税義務のある自然人、法人

又はその他の組織 

② 米国における納税義務のある自然人が実

質的支配者となっている非米国法人又は

その他の組織 

③ ＦＡＴＣＡの枠組みに参加していない金

融機関（米国内国歳入法 1471 条及び 1472

条の適用上、適用外受益者として扱われる

者を除きます。） 

 

 

第３章 振替口座管理約款 

 

第 51 条（個人情報等の取扱い） 

（1）      （現行どおり） 

（2）米国政府及び日本政府からの要請により、当

社は、お客様が外国口座税務コンプライアン

ス法（ＦＡＴＣＡ）上の報告対象として以下

の①、②又は③に該当する場合及び該当する

可能性があると当社が判断する場合、米国税

 

第２章 保護預り約款 

 

第 23 条（個人情報等の取扱い） 

米国政府及び日本政府からの要請により、当社

は、お客様が外国口座税務コンプライアンス法

（ＦＡＴＣＡ）上の報告対象として以下の①、②

又は③に該当する場合及び該当する可能性があ

ると当社が判断する場合、米国税務当局における

課税執行のため、お客様の情報（氏名/名称、住

所/所在地、米国納税者番号、口座番号、口座残

高、口座に発生した所得の額、その他米国税務当

局が指定する情報）を米国税務当局に提供するこ

とがありますが、この約款の定めにより、お客様

の当該情報が米国税務当局へ提供されることに

ついて同意していただいたものとして取扱いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

① 米国における納税義務のある自然人、法人

又はその他の組織 

② 米国における納税義務のある自然人が実

質的支配者となっている非米国法人又は

その他の組織 

③ ＦＡＴＣＡの枠組みに参加していない金

融機関（米国内国歳入法 1471 条及び 1472

条の適用上、適用外受益者として扱われる

者を除きます。） 

 

 

第３章 振替口座管理約款 

 

第 51 条（個人情報等の取扱い） 

（1）      （省 略） 

（2）米国政府及び日本政府からの要請により、当

社は、お客様が外国口座税務コンプライアン

ス法（ＦＡＴＣＡ）上の報告対象として以下

の①、②又は③に該当する場合及び該当する

可能性があると当社が判断する場合、米国税
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新 旧 

務当局における課税執行のため、お客様の情

報（氏名/名称、住所/所在地、米国納税者番

号、口座番号、口座残高、口座に発生した所

得の額、その他米国税務当局が指定する情報）

を米国税務当局に提供することがあります

が、この約款の定めにより、お客様の当該情

報が米国税務当局へ提供されることについて

同意していただいたものとして取扱います。

なお、米国における個人情報の保護に関する

制度に関する情報は、個人情報保護委員会の

ウェブサイト（https://www.ppc.go.jp/fil 

es/pdf/USA_report.pdf）に掲載しております

のでご参照ください。また、米国税務当局（Ｉ

ＲＳ）においては、ＯＥＣＤプライバシーガ

イドライン８原則に対応する個人情報保護の

ための措置をすべて講じています。 

① 米国における納税義務のある自然人、法

人又はその他の組織 

② 米国における納税義務のある自然人が実

質的支配者となっている非米国法人又は

その他の組織 

③ ＦＡＴＣＡの枠組みに参加していない金

融機関（米国内国歳入法第 1471 条及び第

1472 条の適用上、適用外受益者として扱

われる者を除きます。） 

 

 

第７章 外国証券取引口座約款 

 

第 33 条（個人データ等の第三者提供に関する同意） 

（1）      （現行どおり） 

（2）米国政府及び日本政府からの要請により、当

社がお客様について、外国口座税務コンプラ

イアンス法（以下「ＦＡＴＣＡ」といいます。）

上の報告対象として、以下の①から③のいず

れかに該当する場合及び該当する可能性があ

ると当社が判断する場合、米国税務当局にお

ける課税執行のため、お客様の情報（氏名/

名称、住所/所在地、米国納税者番号、口座番

号、口座残高、口座に発生した所得の額、そ

の他米国税務当局が指定する情報）が米国税

務当局へ提供されることがあることに同意す

るものとします。なお、米国における個人情

報の保護に関する制度に関する情報は、個人

情 報 保 護 委 員 会 の ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.ppc.go.jp/files/pdf/USA_re 

port.pdf）に掲載しておりますのでご参照く

ださい。また、米国税務当局（ＩＲＳ）にお

いては、ＯＥＣＤプライバシーガイドライン

務当局における課税執行のため、お客様の情

報（氏名/名称、住所/所在地、米国納税者番

号、口座番号、口座残高、口座に発生した所

得の額、その他米国税務当局が指定する情報）

を米国税務当局に提供することがあります

が、この約款の定めにより、お客様の当該情

報が米国税務当局へ提供されることについて

同意していただいたものとして取扱います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 米国における納税義務のある自然人、法

人又はその他の組織 

② 米国における納税義務のある自然人が実

質的支配者となっている非米国法人又は

その他の組織 

③ ＦＡＴＣＡの枠組みに参加していない金

融機関（米国内国歳入法第 1471 条及び第

1472 条の適用上、適用外受益者として扱

われる者を除きます。） 

 

 

第７章 外国証券取引口座約款 

 

第 33 条（個人データ等の第三者提供に関する同意） 

（1）      （現行どおり） 

（2）米国政府及び日本政府からの要請により、当

社がお客様について、外国口座税務コンプラ

イアンス法（以下「ＦＡＴＣＡ」といいます。）

上の報告対象として、以下の①から③のいず

れかに該当する場合及び該当する可能性があ

ると当社が判断する場合、米国税務当局にお

ける課税執行のため、お客様の情報（氏名/

名称、住所/所在地、米国納税者番号、口座番

号、口座残高、口座に発生した所得の額、そ

の他米国税務当局が指定する情報）が米国税

務当局へ提供されることがあることに同意す

るものとします。 
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新 旧 

８原則に対応する個人情報保護のための措置

をすべて講じています。 

① 米国における納税義務のある自然人、法

人又はその他の組織 

② 米国における納税義務のある自然人が実

質的支配者となっている非米国法人又は

その他の組織 

③ ＦＡＴＣＡの枠組みに参加していない金

融機関（米国内国歳入法 1471 条及び 1472

条の適用上、適用外受益者として扱われ

る者を除きます。） 

 

 

「当社の個人情報保護方針」についてのお知らせ 

2005 年 3 月制定 

2022 年 4 月改定 

 

当社は、お客様の個人情報及び個人番号（以下「個

人情報等」といいます。）に対する取組み方針とし

て、次のとおり、個人情報保護方針を策定し、公表

いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.（関係法令等の遵守） 

当社は、個人情報の保護に関する関係法令、主務

大臣のガイドライン及び認定個人情報保護団体

の指針並びにこの個人情報保護方針を遵守いた

します。 

 

2.（利用目的） 

1-1 当社は、お客様の同意を得た場合及び法令等

により例外として取り扱われる場合を除き、お客

様よりお預かりしている個人情報については以

下の目的に特定して利用します。個人番号につい

ては、法令で定められた範囲内でのみ利用しま

す。 

① ～ ③   （現行どおり） 

1-2 利用目的の具体例 

① ～ ⑥   （現行どおり） 

⑦ お客様との契約や法律等に基づく権利

の行使や義務の履行のため 

 

 

① 米国における納税義務のある自然人、法

人又はその他の組織 

② 米国における納税義務のある自然人が実

質的支配者となっている非米国法人又は

その他の組織 

③ ＦＡＴＣＡの枠組みに参加していない金

融機関（米国内国歳入法 1471 条及び 1472

条の適用上、適用外受益者として扱われ

る者を除きます。） 

 

 

「当社の個人情報保護方針」についてのお知らせ 

2005 年 3 月制定 

2019 年 10 月改定 

 

当社は金融商品取引業者として、お客様方の多種・

大量の個人情報及び個人番号（以下「個人情報等」

といいます。）を取扱っている社会的責任の重さを

認識し、お客様の信頼と社会的信用を高めるよう情

報管理体制の構築と徹底に努めています。 

当社は、個人情報等保護の一層の強化を目的とし

て、「個人情報保護規程」及び「特定個人情報等取

扱規程」並びに安全管理に関する各規程を策定する

とともに、以下に掲げる個人情報保護方針を定め、

役員及び当社業務に従事する全ての者は勿論、コン

ピュータ処理や発送業務等を委託する外部会社に

も周知し、この方針に従い個人情報等の適切な保護

に努めてまいります。 

 

3.（法令・規範の遵守） 

当社は、個人情報等の取扱いにおいて個人情報等

の保護に適用される法令及びその他の規範につ

いても遵守します。 

 

 

1.（利用目的の特定） 

1-1 当社は、お客様よりお預かりしている個人情

報については以下の目的に特定して利用し

ます。個人番号については、法令で定められ

た範囲内でのみ利用します。 

 

 

① ～ ③   （省 略） 

1-2 利用目的の具体例 

① ～ ⑥   （省 略） 

       （新 設） 
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新 旧 

⑧ 市場調査、並びにデータ分析やアンケー

トの実施等による金融商品やサービス

の研究や開発のため 

⑨ 他の事業者等から個人情報の処理の全

部又は一部について委託された場合等

において、委託された当該業務を適切に

遂行するため 

⑩ その他、お客様とのお取引を適切かつ円

滑に履行するため 

⑪ 前各号の個人情報の利用目的にかかわ

らず、個人番号は、「金融商品取引に関

する口座開設の申請・届出事務」及び「金

融商品取引に関する法定書類の作成・提

出事務」に限り利用いたします。 

 

3.（安全管理措置） 

当社は、お客様の個人情報等を正確かつ最新の内

容となるよう努めます。また、お客様の個人情報

等の漏えい等を防止するため、下記のとおり必要

かつ適切な安全管理措置を実施するとともに、役

職員及び委託先の適切な監督を行ってまいりま

す。 

① 基本方針の策定 

当社は、個人データの適正な取扱いの確保の

ため、「関係法令・ガイドライン等の遵守」、

「質問及び苦情処理の窓口」等についての基

本方針を策定しています。 

② 個人データの取扱いに係る規律の整備 

当社は、個人情報保護委員会及び金融庁によ

り制定された「金融分野における個人情報保

護に関するガイドライン」等、並びに金融商

品取引業者として当社が加入する自主規制

機関の定めに準拠した取得、利用、保存、提

供、削除・廃棄等の各段階ごとに、取扱方法、

責任者・担当者及びその任務等について個人

データの取扱規程を策定しています。 

③ 組織的安全管理措置 

  1） 個人データの取扱いに関する責任者を設置

するとともに、個人データを取り扱う従業

者及び当該従業者が取り扱う個人データ

の範囲を明確化し、法や取扱規程に違反し

ている事実又は兆候を把握した場合の責

任者への報告連絡体制を整備しています。 

  2） 個人データの取扱状況について、定期的に

自己点検を実施するとともに、他部署によ

る監査を実施しています。 

 ④ 人的安全管理措置 

  1） 個人データの取扱いに関する留意事項につ

いて、従業者に定期的な研修を実施してい

ます。 

⑦ 市場調査、並びにデータ分析やアンケー

トの実施等による金融商品やサービス

の研究や開発のため 

⑧ 他の事業者等から個人情報の処理の全

部又は一部について委託された場合等

において、委託された当該業務を適切に

遂行するため 

⑨ その他、お客様とのお取引を適切かつ円

滑に履行するため 

⑩ 前各号の個人情報の利用目的にかかわ

らず、個人番号は、「金融商品取引に関

する口座開設の申請・届出事務」及び「金

融商品取引に関する法定書類の作成・提

出事務」に限り利用いたします。 

 

2.（安全対策） 

当社は、個人情報等について、不正アクセス、個

人情報等の紛失、破壊、改ざん及び漏えい等の予

防並びに是正に努め、厳正な管理の下で安全に処

理・保管します。 
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新 旧 

  2） 個人データについての秘密保持に関する事

項を就業規則に記載しています。 

 ⑤ 物理的安全管理措置 

  1） 個人データを取り扱う区域において、従業

者の入退室管理及び持ち込む機器等の制

限を行うとともに、権限を有しない者によ

る個人データの閲覧を防止する措置を実

施しています。 

  2） 個人データを取り扱う機器、電子媒体及び

書類等の盗難又は紛失等を防止するため

の措置を講じるとともに、事業所内の移動

を含め、当該機器、電子媒体等を持ち運ぶ

場合、容易に個人データが判明しないよう

措置を実施しています。 

 ⑥ 技術的安全管理措置 

  1） アクセス制御を実施して、担当者及び取り

扱う個人情報データベース等の範囲を限

定しています。 

  2） 個人データを取り扱う情報システムを外部

からの不正アクセス又は不正ソフトウェ

アから保護する仕組みを導入しています。 

 ⑦ 外的環境の把握 

   当社は、経済安全保障の考え方に従い、国外

にお客様の個人情報を保管することはして

おりません。将来国外にお客様の個人情報を

保管することになった場合は、当該国におけ

る個人情報の保護に関する制度を把握した

うえで、「金融分野における個人情報保護に

関するガイドラインの安全管理措置等につ

いての実務指針」に記載された安全管理措置

に相当する安全管理措置を実施し、それを公

表又はご本人に通知いたします。 

 

5.（開示等のご請求手続き） 

当社は、お客様に係る保有個人データについて、

お客様から開示、訂正、利用停止、第三者提供記

録の開示等を求められた場合は、当社の所定書面

を、お客様を担当する部店にご提出いただき、遅

滞なく対応いたします。個人番号の保有の有無に

ついて開示のお申し出があった場合には、個人番

号の保有の有無について回答いたします。なお、

個人情報等の開示のご請求に伴う手数料は 1 回

に付 550 円（税込）といたします。 

 

6.（お客様の個人データを外国にある第三者に提供

することに係る情報提供ご請求手続き） 

当社が、お客様の個人データを外国にある第三者

に提供することとなり、事後的に提供先の第三者

を特定できた場合には、お客様は当該外国の名

称、当該外国の個人情報の保護に関する制度に関

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.（開示等の手続き） 

当社は、個人情報について開示等（訂正等を含

む。）を求められた場合は、当社の所定書面を、

お客様を担当する部店にご提出いただき、遅滞な

く対応いたします。個人番号の保有の有無につい

て開示のお申し出があった場合には、個人番号の

保有の有無について回答いたします。なお、個人

情報等の開示のご請求に伴う手数料は 1 回に付

550 円(税込)といたします。 

 

 

          （新 設） 
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する情報、当該第三者が講ずる個人情報の保護の

ための措置に関する情報について、当社に情報提

供をご請求いただけます。 

また、当社がお客様の個人データを、個人データ

の取扱いについて個人情報取扱事業者が講ずべ

きこととされている措置に相当する措置（以下

「相当措置」といいます。）を継続的に講ずるた

めに必要なものとして基準に適合する体制を準

備している者に提供する場合は、お客様の同意は

不要とされていますが、お客様は以下に掲げる情

報について、当社に情報提供をご請求いただけま

す。 

① 当該第三者における体制整備の方法 

② 当該第三者が実施する相当措置の概要 

③ 当該第三者による相当措置の実施状況並び

に当該相当措置の実施に影響を及ぼすおそ

れのある制度の有無及びその内容について、

当社が確認する方法及び頻度 

④ 当該外国の名称 

⑤ 当該第三者による相当措置の実施に影響を

及ぼすおそれのある当該外国の制度の有無

及びその概要 

⑥ 当該第三者による相当措置の実施に関する

支障の有無及びその概要 

⑦ ⑥の支障が生じたときに当社が講ずる措置

の概要 

 

7.（お問合わせ窓口） 

開示等のご請求、個人情報等の取扱いに関するご

質問・ご意見・苦情等は、以下の窓口までお申し

出ください。 

丸近証券株式会社 

代表者：代表取締役会長兼社長 勝見 昭 

【担当窓口】 

管理本部  〒600-8033 京都市下京区寺町通 

仏光寺下る恵美須之町 526 番地 

電話：075-341-5111 

 

8.（認定個人情報保護団体） 

当社は、個人情報保護委員会の認定を受けた認定

個人情報保護団体である日本証券業協会の協会

員です。同協会の個人情報相談室では、協会員の

個人情報の取扱いについての苦情・相談をお受け

しております。 

【苦情・相談窓口】 

日本証券業協会  

個人情報相談室（電話：03-6665-6784） 

（https://www.jsda.or.jp/） 
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なお、個人情報の主な取得元及び外部委託してい

る主な業務について、ホームページに載せており

ます。 

なお、個人情報の主な取得元及び外部委託してい

る主な業務について、ホームページに載せており

ます。 

以 上 


